
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年２月13日

【四半期会計期間】 第72期第３四半期（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）

【会社名】 ライト工業株式会社

【英訳名】 RAITO KOGYO CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　鈴木　和夫

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段北４-２-35

【電話番号】 東京(3265)2551（大代表）

【事務連絡者氏名】 常務執行役員経営管理本部副本部長　　山邊 耕司

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区九段北４-２-35

【電話番号】 東京(3265)2551（大代表）

【事務連絡者氏名】 常務執行役員経営管理本部副本部長　　山邊 耕司

【縦覧に供する場所】 ライト工業株式会社　中部統括支店

（愛知県名古屋市中村区畑江通４丁目22番地）

ライト工業株式会社　西日本支社

（大阪府吹田市江坂町１丁目16番地８号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

ライト工業株式会社(E00098)

四半期報告書

 1/21



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期
第３四半期
連結累計期間

第72期
第３四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年12月31日

自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （百万円） 71,613 73,210 100,125

経常利益 （百万円） 6,759 6,972 9,209

親会社株主に帰属する四半期

（当期)純利益
（百万円） 4,647 4,742 6,546

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 5,177 4,575 6,998

純資産額 （百万円） 56,964 61,389 58,785

総資産額 （百万円） 91,926 93,615 93,765

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 88.33 90.31 124.43

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 62.0 65.6 62.7

 

回次
第71期
第３四半期
連結会計期間

第72期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2017年10月１日
至2017年12月31日

自2018年10月１日
至2018年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 29.94 38.29

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等を含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

前連結会計年度において非連結子会社であった、株式会社福島リアライズ、株式会社新潟リアライズ、株式会社山

口リアライズ、サンヨー緑化産業株式会社は、重要性が増したため、第１四半期連結会計期間から連結の範囲に含め

ております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得情勢の改善を背景に、引き続き緩やか

な回復基調が継続したものの、米国の通商政策を受けた貿易摩擦や地政学的リスクの影響や、海外経済の不確実性

が懸念されるなど、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

　建設業界におきましては、政府建設投資は引き続き高水準で推移し、民間建設投資は、企業収益の改善等を背景

に設備投資が増加傾向で推移するなど、良好な受注環境が続きました。

　このような状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間における受注高は、当社を中心に専業土木分

野の受注高が増加したことにより、837億１千３百万円（前年同期比8.5％増）となりました。

　売上高は、東日本大震災の復興需要が一巡したことに伴い、東北地方に拠点を置く連結子会社の売上高が減少し

たものの、当社を中心に専業土木分野の施工が順調に推移したことにより、732億１千万円（前年同期比2.2％増）

となりました。

　利益面では、売上高が増加したことに加え、採算性も向上したことにより、売上総利益は139億１千８百万円

（前年同期比3.6％増）となりました。また、営業利益、経常利益につきましては、売上総利益が増加したことに

より、各々68億１千８百万円（前年同期比5.2％増）と、69億７千２百万円（前年同期比3.1％増）となり、親会社

株主に帰属する四半期純利益は47億４千２百万円（前年同期比2.0％増）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　「建設事業」

 　建設事業の連結売上高は、726億９千７百万円となりました。

　「その他」

　　　　その他事業の連結売上高は５億１千２百万円であり、主なものは建設資材等の販売であります。

 

（2）経営方針・経営戦略等

　 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略について重要な変更はあ

　 りません。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

　 たに生じた課題はありません。

　　（4）研究開発活動

　　 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４億１千１百万円であります。

　　 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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　　（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見通し

 当社グループを取り巻く事業環境は、政府建設投資・民間建設投資ともに前年度並みと見込まれており、引き続

き良好な市場環境が続くものと予想されます。

 このような状況のなか、当社グループ全体で事業量を確保するとともに収益力の向上を図るため、以下の課題を

実施してまいります。

 

① 安全衛生管理と品質管理の徹底

  「人命尊重・安全第一」の基本理念のもと、労働安全衛生に関する法令や通達の遵守及び安全衛生教育の充

  実を図るとともに、徹底した品質管理強化を行うことで、安全で安心な、より信頼される企業を目指すこと

  に努めてまいります。

 

② 専業土木分野における営業力と施工力の強化

  顧客ニーズを見極め、経営資源を有効かつ効率的に活用するための集中・移行を行うとともに、グループ会

  社を含めた拠点ごとの組織営業を強化し、顧客信頼度と施工効率の向上を図り、総合的な事業量の確保に努

  めてまいります。

 

③ 建築事業分野での安定的収益力の維持

  安全・品質の確保を推進するため社員教育を充実させ組織力の強化を図り、顧客満足度の向上を目指すとと

  もに、既存顧客の深耕と成長市場を中心とした新規分野への積極的参入により営業範囲を拡大し、安定的収

  益力の維持に努めてまいります。

 

④ 海外事業分野での収益力の向上

　 各拠点において市場調査の強化によりリスク評価を充実させ、収益性を重視した事業戦略を構築し、地元企

  業との提携など新たなスキームを積極的に活用し、営業エリア・工種の拡大と経営資源配分の最適化を図

  り、収益性の向上に努めてまいります。

 

⑤ 技術開発力の強化

　 建設業界の変化と次世代市場へ対応するとともに、新たな市場創出を目指しＩＣＴの活用を含めた新技術開

  発の取り組み強化及び施工能率の向上を目的とした機械開発など革新的なアプローチによる研究開発を推進

  してまいります。

 

⑥ 経営・財務基盤の強化

適正な固定費の配分とＩＣＴを利用した経営の効率化を推進し、安定した利益を確保できるよう収益力を強

化するとともに、次世代に繋がる部門への積極的な投資を行い、また基幹人材の確保及び育成に取り組み、

経営・財務基盤の一層の強化に努めてまいります。

 

EDINET提出書類

ライト工業株式会社(E00098)

四半期報告書

 4/21



　（6）生産、受注及び販売の実績

① 受注実績

セグメントの名称

前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

受注高
（百万円）

次期繰越工事高
（百万円）

受注高
（百万円）

次期繰越工事高
（百万円）

建設事業      

斜面・法面対策工事  26,161 19,018 32,171 23,044

基礎・地盤改良工事  26,799 17,989 31,420 19,768

補修・補強工事  3,018 1,772 2,293 1,190

環境修復工事  4,035 3,441 2,261 3,120

一般土木工事  2,917 8,385 2,904 8,078

建築工事  13,015 15,286 11,589 14,171

その他工事  1,175 393 1,071 747

合計 77,122 66,288 83,713 70,122

（注）当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

 

② 売上実績

セグメントの名称

前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

建設事業  71,152 99.4 72,697 99.3

斜面・法面対策工事  21,351 29.8 25,274 34.5

基礎・地盤改良工事  23,790 33.2 25,886 35.4

補修・補強工事  2,404 3.4 2,138 2.9

環境修復工事  3,504 4.9 1,884 2.6

一般土木工事  5,070 7.1 5,105 7.0

建築工事  13,940 19.5 11,284 15.4

その他工事  1,090 1.5 1,122 1.5

その他 460 0.6 512 0.7

合計 71,613 100.0 73,210 100.0

（注）セグメント間での取引については相殺消去しております。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 198,000,000

計 198,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 57,804,450 57,804,450
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式

であり、単元

株式数は100株

であります。

計 57,804,450 57,804,450 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2018年10月１日～
2018年12月31日

－ 57,804,450 － 6,119 － 6,358

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 5,146,500
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式52,612,100 526,121 同上

単元未満株式 普通株式　　45,850 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 57,804,450 － －

総株主の議決権 － 526,121 －

(注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式82,900株（議決

権829個）が含まれております。

　　 ２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式27株が含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する

所有株式数の割合
（％）

（自己保有株式）      

ライト工業株式会社
東京都千代田区

九段北４-２-35
5,146,500 － 5,146,500 8.90

計 － 5,146,500 － 5,146,500 8.90

（注）１．役員向け株式交付信託が保有する当社株式は、上記の自己保有株式には含めておりません。

２．平成30年11月８日開催の取締役会決議に基づき、当第３四半期会計期間において、当社株式418,700株を取得

しました。この結果、当第３四半期会計期間末日現在における自己株式数は、単元未満株式の買い取りを含め

て5,565,200株（発行済株式総数に対する所有割合は9.63％）となっております。また、この他に単元未満の

自己株式35株を保有しております。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限監査法人に変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 20,677 19,487

受取手形・完成工事未収入金等 34,401 ※２ 34,115

有価証券 4,599 4,599

未成工事支出金 4,349 6,009

商品及び製品 17 26

仕掛品 0 0

材料貯蔵品 349 550

未収入金 258 29

その他 1,304 1,495

貸倒引当金 △56 △47

流動資産合計 65,902 66,266

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 5,611 5,311

機械・運搬具（純額） 2,637 2,761

土地 10,346 10,037

リース資産（純額） 79 37

建設仮勘定 37 49

その他（純額） 315 314

有形固定資産合計 19,027 18,511

無形固定資産 183 216

投資その他の資産   

投資有価証券 3,801 3,213

退職給付に係る資産 693 877

その他 3,423 3,976

繰延税金資産 1,115 925

貸倒引当金 △382 △371

投資その他の資産合計 8,651 8,620

固定資産合計 27,862 27,348

資産合計 93,765 93,615
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 19,751 ※２ 18,202

短期借入金 950 725

1年内返済予定の長期借入金 15 15

未払法人税等 1,138 909

未成工事受入金 4,424 5,122

完成工事補償引当金 111 113

工事損失引当金 116 279

未払費用 2,425 1,485

その他 4,945 4,362

流動負債合計 33,879 31,216

固定負債   

長期借入金 92 80

長期未払金 47 38

リース債務 26 10

再評価に係る繰延税金負債 852 786

繰延税金負債 2 2

役員株式給付引当金 17 28

その他 60 60

固定負債合計 1,100 1,008

負債合計 34,980 32,225

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,119 6,119

資本剰余金 6,358 6,358

利益剰余金 47,715 51,238

自己株式 △1,791 △2,399

株主資本合計 58,401 61,316

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 823 487

土地再評価差額金 △962 △1,107

為替換算調整勘定 488 573

退職給付に係る調整累計額 34 119

その他の包括利益累計額合計 383 72

純資産合計 58,785 61,389

負債純資産合計 93,765 93,615
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高   

完成工事高 71,152 72,697

兼業事業売上高 460 512

売上高合計 71,613 73,210

売上原価   

完成工事原価 57,794 58,867

兼業事業売上原価 378 423

売上原価合計 58,173 59,291

売上総利益   

完成工事総利益 13,357 13,829

兼業事業総利益 82 89

売上総利益合計 13,440 13,918

販売費及び一般管理費 ※１ 6,955 ※１ 7,100

営業利益 6,484 6,818

営業外収益   

受取利息 27 30

受取配当金 97 97

受取保険金 73 2

受取賃貸料 120 125

為替差益 44 20

その他 51 59

営業外収益合計 414 336

営業外費用   

支払利息 17 10

支払手数料 5 5

支払保証料 49 41

賃貸収入原価 45 84

その他 22 40

営業外費用合計 139 182

経常利益 6,759 6,972

特別利益   

固定資産売却益 18 20

特別利益合計 18 20

特別損失   

事務所移転費用 14 34

固定資産除売却損 3 21

退職特別加算金 15 －

特別損失合計 33 56

税金等調整前四半期純利益 6,743 6,936

法人税、住民税及び事業税 1,885 1,965

法人税等調整額 210 228

法人税等合計 2,096 2,193

四半期純利益 4,647 4,742

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,647 4,742
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 4,647 4,742

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 327 △335

為替換算調整勘定 14 85

退職給付に係る調整額 187 84

その他の包括利益合計 530 △166

四半期包括利益 5,177 4,575

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,177 4,575

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、株式会社福島リアライズ、株式会社新潟リアライズ、株式会社山口リアライズ、

サンヨー緑化産業株式会社は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延資産負債は固定負債の

区分に表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 82百万円 66百万円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

受取手形 182百万円 198百万円

支払手形 － 5

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
　　至 2017年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
　　至 2018年12月31日）

従業員給料及び手当 3,571百万円 3,723百万円

退職給付費用 297 195

 

　２　前第３四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日）

　当社グループの主たる事業である建設事業においては、工事の完成計上が第４四半期連結会計期間に偏

るという季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

減価償却費 1,009百万円 1,246百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日　至2017年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,316 25.0 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,843 35.0 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

（注）　2018年６月28日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式

に対する配当金２百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建設事業

売上高    

外部顧客への売上高 71,152 460 71,613

セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ 968 968

計 71,152 1,429 72,582

セグメント利益 6,438 48 6,487

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品資材販売事業、リース事業及

び訪問介護事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 6,438

「その他」の区分の利益 48

セグメント間取引消去 △2

四半期連結損益計算書の営業利益 6,484

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建設事業

売上高    

外部顧客への売上高 72,697 512 73,210

セグメント間の内部売上高又
は振替高

- 889 889

計 72,697 1,402 74,099

セグメント利益 6,788 31 6,819

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商品資材販売事業、リース事業及

び訪問介護事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 6,788

「その他」の区分の利益 31

セグメント間取引消去 △1

四半期連結損益計算書の営業利益 6,818

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 88円33銭 90円31銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 4,647 4,742

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
4,647 4,742

普通株式の期中平均株式数（千株） 52,617 52,514

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．役員向け株式交付信託が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算

において控除する自己株式に含めております。（前第３四半期連結累計期間41,450株、当第３四半期累計機関

82,900株）

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月13日

ライト工業株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石田　勝也　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　秀明　　印

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているライト工業株式
会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年12
月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな
わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ライト工業株式会社及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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